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介護予防ケアマネジメント・介護予防支援重要事項説明書 

あなたに説明する重要事項は以下のとおりです。 
 

１．事業所の概要 

（フリガナ） 

運営主体の法人名 

ｼｬｶｲﾌｸｼﾎｳｼﾞﾝ ｴｲｼｭﾝｶｲ 

社会福祉法人 永春会 

法人所在地 千葉県松戸市栄町西３丁目１０３６番地の２ 

ホームページアドレス https://www.eishunkai.or.jp/ 

法人設立年月 平成 17 年 8 月 法人代表者氏名 理事長 吉岡俊一 
 

（フリガナ） 

事業所名 

ﾏﾂﾄﾞｼｱｷﾗﾀﾞｲﾆﾆｼﾁｲｷﾎｳｶﾂｼｴﾝｾﾝﾀｰ 

松戸市明第２西地域包括支援センター 

事業所の所在地 千葉県松戸市栄町西３丁目９９１番地の１５ 

交通の方法 京成バス 「西４丁目」下車 徒歩４分 

管理者の役職・氏名 
地域包括支援センター 指定介護予防支援事業所 

センター長 管理者 

電話番号・FAX 番号 
TEL 047–382–5707 

FAX 047–382–5727 

TEL 047–382–5717 

FAX 047–382–5727 

営業時間 

（窓口対応可能時間） 

月～金の平日     午 前  8：30 ～ 午 後  5：00 

※土曜、日曜、祝日・休日、12 月 29 日から翌年 1 月 3 日までは営業しておりません。 

サービス提供地域 松戸市 明第２西地区（栄町西・栄町・樋野口・古ヶ崎） 

介護保険の指定番号 1201200068 指定年月日 平成 25 年 10 月 1 日 
 

２．職員の体制に関する事項（所属する担当者の構成・人数） 

 地域包括支援センター 指定介護予防支援事業所 

管理者 1 名（社会福祉士兼務） 1 名（社会福祉士兼務） 

保健師等 1 名以上 0 名 

主任介護支援専門員 1 名以上 0 名 

社会福祉士 1 名以上 2 名 

介護支援専門員 － 0 名 
 

３．運営の基本方針 

① 利用者が支援を要する際、可能な限りその居宅にて自立した生活を営むことができるように配慮します。 

② 利用者の意思及び人格を尊重し、公正中立に努めます。 

③ 利用者の心身の状況や生活の環境等に応じ、利用者自らの選択を基本として、適切な保健・医療・福祉 

 サービスを総合的かつ効率的に提供されるように配慮します。 

④ 介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援の提供にあたっては、利用者やその御家族（以下、「利用者 

 等」）に対し、懇切丁寧に説明を行います。 

⑤ 事業を行うにあたっては、松戸市、医療機関、介護予防サービス事業者等との連携に努めます。 
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４．提供するサービス 

① 介護予防サービス計画の作成 

・ 介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援を提供するため、担当職員は介護予防サービス計画の作

成に関する業務を行います。 

・ 作成にあたり担当職員は原則として利用者の居宅を訪問し、情報を収集します。 

・ 情報収集した結果、専門的観点から、利用者の自立支援に最適と考えられる目標と目標達成のための

具体的な方策について提案し、介護予防サービス計画の原案を作成します。その際、利用可能なサー

ビスの内容や利用料等の情報を利用者等に提供しサービスの選択を求めます。利用者等は、担当職員

に複数のサービス事業者の紹介や、選定理由についての説明を求めることができます。 

・ 担当職員は、利用者等と介護予防サービス計画原案に位置付けたサービス事業者の担当者を交えサ

ービス担当者会議を開催し、介護予防サービス計画原案の内容についてサービス事業者の担当者と情

報共有し、専門的な見地からの意見を求め、必要に応じて介護予防サービス計画原案を修正します。 

・ 担当職員は介護予防サービス計画原案に位置づけた指定介護予防サービス等について、介護保険で

の給付の対象となるか否かを区分した上で、その種類や内容、利用料等について利用者等に対して説

明し、文書により利用者の同意を得た上で、利用者やサービス事業者に介護予防サービス計画を交付

します。また、介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリテーション等の医療サービスを利用する際に

は、意見を求めた主治の医師等に介護予防サービス計画を交付します。 

② 介護予防サービス計画作成後の支援 

・ 利用者等とサービス事業者等との連絡を継続的に行い、介護予防サービス計画の実施状況を把握しま

す。 

・ 実施状況の把握に当たっては、少なくとも 3 ヶ月に 1 回は利用者宅へ訪問し、面接を行います。 

また、訪問しない月においては、通所型サービス等の利用時の訪問や電話、サービス事業者等への聴

取等の方法により、把握に努めます。 

・ 介護予防サービス計画の目標に沿って、サービスが提供されるようサービス事業者等との連絡調整を行

います。 

・ 利用者の意思も踏まえて、要支援認定等に必要な援助を行います。 

・ 1 ヶ月に 1 回は支援内容や把握結果を記録に残します。 

③ 介護予防サービス計画の変更 

・ 利用者が介護予防サービス計画の変更を希望した場合、または担当職員が介護予防サービス計画の

変更が必要と判断した場合は、利用者と事業者双方の合意に基づき、介護予防サービス計画を変更し

ます。 

④ 介護予防サービス計画の評価 

・ 担当職員は介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了する際に、目標の達成状況について評価

を行います。 

⑤ 給付管理（保険適応内） 

・ 介護予防サービス計画作成後、介護保険の法定代理受領サービスについては、毎月給付管理を行

い、必要な書類を千葉県国民健康保険団体連合会に提出します。 

⑥ その他 

・ 利用者が医療機関に入院する必要が生じた場合、入院先の医療機関と連絡を取り合うためにも、担当

職員の氏名及び連絡先を入院先医療機関にお伝えください。 
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５．サービスの内容等に関する事項 

苦情相談

対応窓口

について 

当事業所 松戸市明第２西地域包括支援センター （047–382–5707） 

公的機関① 松戸市役所介護保険課給付班 （047-366-7067） 

公的機関② 千葉県国民健康保険団体連合会 （043–254–7428） 

対応時間 
午前 8：30～午後 5：00 （公的機関②のみ 午前 9:00～午後 5:00） 

※土日祝日 12 月 29 日から翌年 1月 3日を除く 

事故発生時の対応 

担当職員は、利用者に対する介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援の提

供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を

行うと共に、必要な措置を講じ、管理者に報告します。 

損害賠償保険 あいおい損害保険株式会社 加入 

虐待防止への取り組み 

利用者の人権擁護、虐待の発生又は再発を防止するため、虐待防止検討委員

会の開催や虐待防止指針の整備、定期的な研修等、虐待防止に向けた取り組

みを行います。また、それらを適切に実施するため担当者を置いています。 

非常災害時等における 

業務継続への取り組み 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護予防ケアマネジメン

ト又は介護予防支援の提供を継続的に実施するため、非常時においても早期に

業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、その計画に従い必要な措

置を講じています。 

個人情報の取り扱いに

ついて 

事業所は、業務上知り得た利用者等の秘密については、法令（条例含む）に基づ

く場合を除き、契約中及び契約終了後も第三者に漏らすことはありません。また事

業所は、あらかじめ文書により利用者等の同意を得た場合のみ、次の範囲内で、

同意した者の個人情報を用いることができるものとします。 

①目的： 

・介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援を提供するための､介護予

防サービス計画の作成に関する業務及びサービス担当者会議、サービス

事業所との連絡調整、医療機関やその他関連機関への情報提供 

・介護保険上の給付管理業務における､国民健康保険団体連合会や官公庁

への請求事務 

・関係法令（条例を含む）に基づく官公庁への報告や届け出 

・居宅介護支援事業所への業務委託 

・転居や要介護認定を受けた場合、介護保険施設への入所等に伴う、他の

介護保険機関（介護予防支援事業所や居宅介護支援事業所、介護予防小

規模多機能型居宅介護等）への引き継ぎ 

・事業所内における利用者の管理 

・家族や代理人等への心身の状況説明 

・苦情処理における利用者家族や官公庁への報告 

・事故発生時における利用者家族や官公庁、損害保険会社への報告 

・学生（実習生）への演習協力 

②使用範囲：当事業所内、サービス事業者及び医療機関の担当者、協力を要す

る地域の行政機関や民生委員などの関係機関（団体）の担当者。 

③使用記録：個人情報を使用した会議、内容等の経過を記録します。 

④使用期間：契約開始日から契約終了後５年間。なお、使用期間満了後におい

ては、個人情報は適切に廃棄いたします。 
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利用料等 
利用者負担金、介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援に要する料金、その

他の費用については別紙をご参照ください。 

業務の委託 

業務内容の一部を居宅介護支援事業所に委託する場合があります。利用者の介

護予防サービス計画の作成を担当する事業所については、偏りのないよう公正中

立に選んでいます。また、居宅介護支援事業所は、委託業務の実施にあたり個人

情報の取り扱いについては、当事業所と同様とします。 

担当者の変更 

①事業所からの担当職員の変更 

当事業所の都合により、担当職員を変更することがあります。 

②利用者等からの交替の申し出 

担当職員の変更を希望する場合は、利用者はいつでも当事業所にその旨申 

し出ることができます。ただし、職員体制等により対応いたしかねる場合もあり 

ます。また、特定の職員の指名は出来ません。 

 

 

以上、介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援の提供開始にあたり、利用者等に対して本書面

に基づいて、重要な事項を説明いたしました。 

そのことを証するため、事業者及び被説明者が各自署名（署名が困難な場合は代筆者が記名押印）

の上、本説明書２通を作成し、各１通ずつ保有するものとします。 

 

 令和   年   月   日 

 

事業者 

所在地 千葉県松戸市栄町西３丁目１０３６番地の２ 

名称 社会福祉法人 永春会 

代表者名 理事長 吉岡 俊一 

事業所名 松戸市明第２西地域包括支援センター 

説明者                                          

（業務を委託した場合） 

委託先居宅介護支援事業所 

事業所名                                          

説明者                                          

 

 

私は、本書面により、事業者または業務委託をうけた先居宅介護支援事業所から介護予防ケアマネ

ジメント又は介護予防支援についての重要事項の説明を受け、説明書を受領しました。 

 

利用者 氏    名 
 

署名 

代行者 

住所（連絡先） 
（               ） 

氏    名 
       （続柄：       ） 

 



（重要事項説明書別紙）                     令和６年 4月 1日版 

介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援に係る利用料金について 

１．利用者負担金 

介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援に係る料金は、その全額が法定代理受領とな

るため原則として利用者負担金はありません。但し、介護予防支援に要する料金について、

利用者の介護保険料の滞納により、事業者が市町村から給付を法定代理受領することがで

きない場合、一旦全額をお支払いいただき、その後ご自身で給付を受けていただきます。 

２．介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援に要する料金 

重要事項説明書に定める介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援に要する料金は、介

護保険法及び指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年厚生労

働省告示第 129 号）ならびに松戸市介護予防ケアマネジメント実施要綱に基づき下記の

額とします。また、今後介護保険法及び上記基準に変更があった場合は、変更後の額等を

文書にて通知します。 
項        目 単  位 １単位 金額(月額) 

介護予防支援費 442 単位 

10.70 円 

4,729 円 
原則的な介護予防ケアマネジメント（Ａ） 442 単位 4,729 円 
簡易的な介護予防ケアマネジメント（Ｂ） 214 単位 2,289 円 
初回のみの介護予防ケアマネジメント（Ｃ） 442 単位 4,729 円 
※加算を算定する場合    

項        目 単  位 １単位 金額(月額) 
初回加算※１ 300 単位 

10.70 円 
3,210 円 

委託連携加算※２ 300 単位 3,210 円 
卒業加算（介護予防ケアマネジメントＣのみ） 300 単位 3,210 円 

※１ 新規に介護予防サービス・支援計画書を作成して介護予防支援を提供した場合等に加算されます。 

※２ 介護予防支援を居宅介護支援事業所に委託する際、利用者に係る必要な情報を提供し、居宅介護

支援事業所における介護予防サービス・支援計画の作成等に協力した場合に加算されます。 

※３ 厚生労働省の定める基準を満たさない場合、高齢者虐待防止措置未実施減算と業務継続計画未策

定減算として各々所定単位数から 1/100 が減算されます。 

３．その他の費用 

① 利用者等の要請により、サービス提供地域外で支援を行う場合、交通費として公共交通機

関利用相当額（宿泊を要する場合はその費用も含む）をいただく場合があります。 

② 利用者等の要請により、記録の謄写を行った場合、謄本１枚につき 10 円をいただく場合

があります。 

４．利用料金のお支払い方法 

  利用料金などのお支払いが発生する場合、事業者は月末締めで翌月 15 日までに請求手続

きを行います。翌月末日までに現金にて事業者にお支払い下さい。 
 

【 説明確認欄 】 

   令和   年   月   日 

 事業所 事業所名                      

 説 明 者                      
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介護予防ケアマネジメント・介護予防支援に関する契約書 
 

社会福祉法人 永春会（以下「甲」という。）と利用者            （以下「乙」とい

う。）とは、甲の行う介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援の提供について、以下の条項

によりこの契約を締結し、信義に従い誠実にこれを履行するものとする。 

 

（契約内容） 

第１条 甲は、乙に対し、介護保険法（平成 9年法律第 123 号）その他関連法令及びこの契約書

に従い、乙が可能な限り、その居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう適切な介護予防サービス計画を作成するとともに（初回のみの介護予防ケア

マネジメントを実施する場合を除く）、介護予防サービス（以下「サービス」という。）等の適

正な提供が確保されるよう指定介護予防サービス事業者その他の事業者（以下「サービス事業

者等」という。）及び関連機関との連絡調整等を行うものとする。 

 

（契約期間） 

第２条 この契約の期間は、令和   年   月   日から第７条に掲げる満了の条件に

該当するときまでとする。 

 

（介護予防サービス計画の作成等） 

第３条 甲は、松戸市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例（平成 26

年 12 月 25 日松戸市条例第 42 号）に定める 3 職種の職員及び松戸市指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例（令和 3 年 3 月 29 日松戸市条例第 11 号）に定める職員を乙の担

当（以下「担当職員」という。）に定めるものとする。 

２ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成のため、次の各号に掲げる業務を行う。 

（１）乙の居宅を訪問し、乙及び乙の家族（以下「乙等」という。）に面接し、解決を要する

課題及び乙等の要望を把握する。 

（２）乙等に対し、複数のサービス事業者等を紹介するよう求めることができることや介護予

防サービス計画原案に位置付けた指定介護予防サービス事業者等の選定理由を求めるこ

とが可能であることについて説明を行い、理解を得る。 

（３）乙等に対し、当該地域におけるサービス事業者等のサービスの内容及び利用料に関する

情報を適正に提供し、サービスを選択させる。 

（４）乙に提供されるサービスの目標、達成時期、サービス提供上の留意点等を明記した介護

予防サービス計画の原案を作成する（初回のみの介護予防ケアマネジメントを実施する場

合を除く）。 

（５）前号の原案について、保険給付及び介護予防・日常生活支援総合事業の該当の有無を区

分し、サービスの種類、内容、利用料等に関し、乙等に説明して文書による同意を受ける。 
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（６）乙が、医療サービスの利用を希望している場合には主治医等の意見を求め、その指示に

従う。 

（７）甲は、介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

乙等に対し、乙について病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏

名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求める。 

３ 甲は、介護予防サービス計画の内容に基づき、給付管理票又は委託先支援事業所情報を作

成し、千葉県国民健康保険団体連合会に提出する。 

 

（介護予防サービス計画の見直し等） 

第４条 甲は、少なくとも 3ヶ月に 1回、又は乙の状況に著しい変化があった時は乙宅を訪問・

面接し、訪問しない月においては電話等の方法により乙等に連絡をすることで、介護予防サー

ビス計画の実施状況を把握することにより、必要に応じ介護予防サービス計画を見直すこと。 

２ 甲は、介護予防サービス計画で定めた期間が終了するときは乙宅を訪問し、介護予防サー

ビス計画の実施状況を踏まえ、目標の達成を評価すること。 

３ 甲は、乙が介護予防サービス計画の変更を希望するときは、その再評価を行い、介護予防

サービス計画の変更、要支援認定区分の更新申請又は変更申請、関連事業者への連絡等必

要な支援を行うこと。 

４ 甲は、甲が提供した介護予防ケアマネジメント又は介護予防支援又は介護予防サービス計

画に位置付けたサービス等に関する乙等からの苦情、相談等に迅速に対応すること。 

 

（利用料） 

第５条 甲が提供するサービス計画の作成に係る利用料は、介護予防ケアマネジメント・介護予

防支援重要事項説明書（以下「重要事項説明書」という。）に定めるとおりとする。 

 

（委託） 

第６条 甲は、甲が指定した居宅介護支援事業者（以下「丙」という。）に第３条及び第４条に

規定する業務を委託することができる（以下、甲及び丙をあわせて「甲等」という。）。 

２ 甲は、丙に対し、前項に規定する委託を行う場合、第 10条から第 13 条の規定について、

「甲」を「丙」と読み替えた上で遵守させることとする。 

 

（契約の終了） 

第７条 この契約は、次の各号のいずれかに該当するときは、終了するものとする。 

（１）乙が要支援認定若しくは介護予防・日常生活支援総合事業対象者の特定を取り消された

とき、又は要介護認定を受けたとき若しくは死亡したとき。 

（２）乙が介護保険施設等への入所をしたとき、又は介護予防小規模多機能型居宅介護との契

約をしたとき。 

（３）次条又は第９条の規定により、この契約が解除されたとき。 

（４）乙の住所地が重要事項説明書に定めるサービス提供地域外となったとき。 

（５）基本チェックリスト該当者とならないまま、要支援認定の有効期間が終了したとき。 
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（甲の解除権） 

第８条 甲は、乙の非協力等によりこの契約の目的を達することが困難又は不可能になったと

認めたときは、１か月以上の予告期間をもってこの契約を解除することができるものとする。 

 

（乙の解除権） 

第９条 乙は、甲に対し、１か月以上の予告期間をもっていつでもこの契約を解除することがで

きるものとする。 

２ 乙は、介護予防サービス計画に同意する前にこの契約を解除したときは、第５条に定める

料金を甲に支払わなければならない。ただし、甲等の責めに帰すべき事由による場合は、この

限りではない。 

３ 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに契約を解除することができる。 

（１）正当な理由なく、介護保険法その他の法令又はこの契約に定める事項に違反したとき。 

（２）事業者の指定の取消し又は破産等により、業務継続が困難又は不可能となったとき。 

 

（善管注意業務） 

第 10条 甲は、この契約の履行に当たっては、法令を遵守し、善良な管理者の注意をもってそ

の業務を行う。 

 

（損害賠償） 

第 11 条 甲は、この契約の履行に当たり、その責めに帰する事由により乙に損害を及ぼしたと

きは、速やかにその損害を賠償する。ただし、乙等に故意又は重大な過失がある場合は、その

賠償額を減額することとする。 

 

（秘密保持） 

第 12 条 甲並びにその担当職員及び従業者は、正当な理由がない限り、介護予防ケアマネジメ

ント又は介護予防支援の提供にあたり知り得た乙等に関する秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

２ 甲並びにその担当職員及び従業者は、重要事項説明書に列記されている場合を除き、乙等

の同意を得ずに、その個人情報を用いてはならない。 

３ 甲が法令（通達や通知を含む）に基づく実習生を受け入れ協力をする際、当該実習生は実

習の目的外で実習中に知り得た乙等に関する秘密を漏らしてはならず、実習終了後も同様とす

る旨誓約させる。 

 

（記録の整備等） 

第 13 条 甲は、乙等に関する記録、書類等をこの契約終了後５年間保管し、この間、乙等から

の閲覧及び謄写の要求に応じることとする。ただし、謄写の場合にあっては、その実費を請求

するものとする。 
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（契約外条項） 

第 14 条 この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、必要

に応じ、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 

本契約の締結を証するため、甲乙各自署名（乙が署名困難な場合は代筆者が記名押印）の上、 

本契約書２通を作成し、甲乙各１通ずつ保有するものとする。 

また、乙及び家族署名欄に署名のある者については、第 12 条に定める内容について自身の個人情報

を用いることに同意したものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

【甲（事業者）】 

所在地 千葉県松戸市栄町西３丁目１０３６番地の２ 

名称 社会福祉法人 永春会 

代表者名 理事長 吉岡 俊一 

事業所名 松戸市明第２西地域包括支援センター 

説明者                                          

【丙（業務を委託する場合の 

委託先居宅介護支援事業所）】 

事業所名                                          

説明者                                          

 

【乙（利用者）】 

住所（連絡先） 
（               ） 

氏    名 
                  

署名 

代行者 

住所（連絡先） 
（               ） 

氏    名 
       （続柄：     ） 

家族① 

住所（連絡先） 
（               ） 

氏    名 
       （続柄：     ） 

家族② 

住所（連絡先） 
（               ） 

氏    名 
       （続柄：     ） 

家族③ 

住所（連絡先） 
（               ） 

氏    名 
       （続柄：     ） 
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松戸市明第２西地域包括支援センター 

指定介護予防支援事業所運営規程 
 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人 永春会（以下「事業者」という。）が開設する指定介護予防支援事業所

（以下「事業所」という。）が行う指定介護予防支援の事業の適正な運営を確保するた

めに人員及び管理運営に関する事項を定め、介護保険法（平成 9年法律第 123 号）第７

条４項に規定する要支援状態にある利用者（以下「利用者」という。）に対し、可能な

限り居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、利用者に対し、適正な

指定介護予防支援を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業者は、松戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（令和 3年

3 月 29 日松戸市条例第 11 号）に定める職員を利用者の担当（以下「担当職員」とい

う。）に定め、次の方針に沿って運営を行う。 

２ 担当職員は、利用者の希望や心身の状態を踏まえて、その有する能力に応じ適切な在宅

又は施設のサービスが提供されるよう、市町村、在宅サービス事業者、介護保険施設等

との連絡調整を行う。 

３ 指定介護予防支援の提供に当たっては、利用者の人格を尊重し、公正中立を旨とし常に

利用者の立場に立ったサービス提供に努める。また、サービスの提供方法等については

利用者やその御家族に対し理解しやすいように懇切丁寧に説明を行う。 

４ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスを提供する者

との綿密な連携に努め、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的

に提供されるよう配慮して行う。 

５ 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じる。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

① 名称 松戸市明第２西地域包括支援センター 

② 所在地 松戸市栄町西３丁目９９１番地の１５ 

 

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

① 管理者 １名（常勤 担当職員と兼務） 

 管理者は、担当職員その他事業所の従業者の管理及び実施状況の把握など指定介護予防

支援に関する業務の管理を一元的に行う。 

② 担当職員 １名以上 

 担当職員は指定介護予防支援の提供やそれに伴う業務を行う。 
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（営業日及び営業時間） 

第 5条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

① 営 業 日 月曜日から金曜日の平日とする。ただし、12 月 29 日から 1 月 3 日を除く。 

② 営業時間 午前 8時 30 分から午後 5時 00 分までとする。 

 

（指定介護予防支援の提供方法、内容） 

第 6条 指定介護予防支援の提供方法及び内容は、次のとおりとする。 

① 利用者の相談は、事業所内及び利用者の居宅、その他必要と認められる場所において行

うものとする。 

② 利用者及び家族との面談により、利用者を支援すべき総合的な課題を把握し、自立した

日常生活を営むために必要な目標を設定する。 

③ サービス担当者会議等を通じ、目標を達成するために行うべき支援内容及び期間を定め

た介護予防サービス計画を作成する。 

④ 指定介護予防サービス事業所等からの報告及び利用者の継続的なアセスメントにより、

介護予防サービス計画の実施状況を把握し、必要に応じて、計画変更を行う。 

⑤ 介護予防サービス計画に位置付けた期間が終了するときは、目標に照らした計画の達成

状況について評価を行う。 

⑥ その他具体的には「松戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例」に

従って実施する。 

 

（指定介護予防支援の利用料その他の費用の額） 

第 7条 指定介護予防支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるも

のとし、当該指定介護予防支援が法定代理受領サービスであるときは、利用者からの利

用料の支払いは受けないものとする。 

２ その他の費用については、重要事項説明書にて告知し、事前に利用者の同意を得るもの

とする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第 8条 通常の事業の実施地域は次のとおりとする。 

① 松戸市明第２西地域（栄町西、栄町、樋野口、古ヶ崎） 

② その他、事業所において松戸市と協議の上、事業の実施地域を決定した場合はこの限り

ではない。 

 

（苦情処理） 

第 9条 事業者は、自ら提供した指定介護予防支援又は自らが介護予防サービス計画に位置付

けた指定介護予防サービス等に対する利用者及びその家族からの苦情に対して、迅速

かつ適切に対応するため、苦情受付の担当者を置き、解決に向けて調査を実施し、改善

の措置、記録の整備その他必要な措置を講じ、利用者及び家族に説明するものとする。 
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（事故発生対応） 

第 10条 事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には速やかに市

町村、利用者の家族に連絡を行うとともに、記録の整備その他必要な措置を行う。 

２ 前項において、賠償すべき事故が発生した場合、速やかに損害賠償を行うものとする。

ただし、事業者の責に帰すべからざる事由による場合はこの限りではない。 

 

（業務継続計画に関する事項） 

第 11 条 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続

的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務

継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる。 

２ 事業者は従業者に対し、業務継続計画について説明、周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するものとする。 

３ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うものとする。 

 

（衛生管理等） 

第 12 条 事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げ

る措置を講じるものとする。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を

定期的に実施する。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第 13 条 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講

ずるものとする。 

① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て従業者に周知徹底を図る。 

② 虐待防止のための指針を整備する。 

③ 虐待を防止するため、虐待防止について定期的に研修を実施する。 

④ 前 3 号に掲げる措置を適切に実施するため、担当者を設置する。 

２ 事業所は、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）に

よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合、速やかにこれを市町村に通報する。 

 

（就業環境の確保） 

第 14条 事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより、従業者の就業環境を害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じるものとする。 
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（秘密の保持に関する事項） 

第 15条 担当職員及びその他事業所の従業者は、正当な理由がある場合を除き、業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密を保持し、第三者に漏らしてはならない。 

２ 事業者は、担当職員及びその他事業所の従業者に対し、その業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を保持させるため、在職中のみならず退職後においてもこれらの秘密を

保持すべき旨を、雇用契約の内容とする。 

 

（委託に関する事項） 

第 16条 事業者は、指定介護予防支援の一部を指定居宅介護支援事業者に委託する場合は、適切

かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実施できるよう委託する業務の範囲や業務量

について配慮する。 

 

（その他の運営に関する重要事項） 

第 17条 この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は事業者と事業所の管理者との

協議に基づいて定めるものとする。 

 

（準用） 

第 18条 介護予防ケアマネジメントを行う場合については、この規程を準用する。 

 

附則 この規程は、平成 25年 10月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和元年 10月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附則 この規程は、令和 6年 4月 1日から施行する。 


